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1 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成17年6月29日付をもって提出しました第58期（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日）有価証券報
告書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報
告書を提出するものであります。 

  
2 【訂正事項】 
  第一部 企業情報 

第5 経理の状況 
 ２ 財務諸表等 

(1) 財務諸表 
① 貸借対照表 
  注記事項 
  （貸借対照表関係） 

３ 【訂正箇所】 
   訂正箇所は＿線で表示しております。 
  
  
  
  
  
  
  
  



第一部 【企業情報】 

第５【経理の状況】 

２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

（訂 正 前） 

  

  
第57期

(平成16年３月31日) 
第58期 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

 ３ 投資その他の資産      

  (1) 投資有価証券 ※9  1,715,371 1,874,410 

  (2) 関係会社株式  90,800 100,800 

  (3) 長期貸付金  1,722 1,450,000 

  (4) 長期前払費用  59,233 137,634 

  (5) 長期保証金  474,134 460,494 

  (6) 長期営業債権  1,059,653 630,675 

  (7) その他  1,169,417 973,417 

     貸倒引当金  △1,267,958 △933,001 

    投資その他の資産計  3,302,374 4,694,431 

   固定資産合計  25,285,602 34.3 26,412,059 37.8

  資産合計  73,799,201 100 69,823,399 100 

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

 １ 支払手形 ※10  13,120,095 12,022,473 

 ２ 工事未払金 ※11  9,212,038 9,506,232 

 ３ 短期借入金 ※12  22,788,000 21,006,000 

 ４ 
１年以内に返済期到来の
長期借入金 

  5,826,000 6,544,000 

 ５ 未払金 ※13  230,263 259,115 

 ６ 未払費用  100,776 91,405 

 ７ 未払法人税等  78,985 157,277 

 ８ 未成工事受入金  4,182,768 2,889,197 

 ９ 預り金  1,146,798 1,094,973 

 10 完成工事補償引当金  131,000 141,000 

 11 賞与引当金  93,478 81,440 

 12 設備関係支払手形  57,848 49,062 

 13 設備関係未払金  49,952 634 

 14 その他  107,897 515,824 

   流動負債合計  57,125,902 77.4 54,358,637 77.9



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  （訂 正 前） 

  

第57期 
(平成16年３月31日) 

第58期
(平成17年３月31日) 

１ (1) 下記の資産は、※12短期借入金9,824,000千

円、※14長期借入金460,000千円の担保に供し

ている。 

※4 建物 2,318,567千円

※5 構築物 12,651 

※6 機械装置 39,983 

※7 土地 4,714,382 

計 7,085,584 

１ (1) 下記の資産は、※12短期借入金(長期借入金か

らの振替分を含む)13,695,035千円、※14長期

借入金3,784,000千円の担保に供している。 

※4 建物 5,271,716千円

※5 構築物 124,445 

※6 機械装置 34,305 

※7 土地 12,631,042 

※9 投資有価証券 745,035 

計 18,806,544 

  (2) 下記の資産は、営業保証金として供託してい

る。 

※1 有価証券 19,921千円

  (2) 下記の資産は、営業保証金として供託してい

る。 

※9 投資有価証券 19,419千円

２ (1) 当社の販売物件購入に対する借入金について保

証を行っている。 

  (2) 下記の会社から受注した建築工事において宅建

業法による手付金等の連帯保証を行っている。 

33件 189,711千円

㈱建吉組 128,100千円

２ (1) 下記の会社の借入金について保証を行ってい

る。 

  (2) 当社の販売物件購入に対する借入金について保

証を行っている。 

㈱ハイテクリース 1,669,200千円

26件 154,466千円

  (3) 住宅資金融資規程により、従業員が銀行から借

入れた住宅資金に対しその債務の保証を行って

いる。 

440,495千円

  (3) 下記の会社から受注した建築工事において宅建

業法による手付金等の連帯保証を行っている。 

東洋ホーム㈱ 9,800千円

    (4) 住宅資金融資規程により、従業員が銀行から借

入れた住宅資金に対しその債務の保証を行って

いる。 

374,351千円

３ ※8 その他有形固定資産については、取得価額か

ら国庫補助金による圧縮記帳額2,054千円が

控除されている。 

３ ※8 その他有形固定資産については、取得価額か

ら国庫補助金による圧縮記帳額2,054千円が

控除されている。 
  

     なお、会社が発行する株式の総数について、

「株式の消却が行われた場合には、これに相

当する株式数を減ずる」旨を定款に定めてい

る。 

４ ※15 会社が発行する株式の総数  

  普通株式 70,200,000株

     発行済株式の総数  

  普通株式 41,065,827株

     なお、会社が発行する株式の総数について、

「株式の消却が行われた場合には、これに相

当する株式数を減ずる」旨を定款に定めてい

る。 

４ ※15 会社が発行する株式の総数  

  普通株式 70,200,000株

     発行済株式の総数  

  普通株式 41,065,827株

５ ※17 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

124千株である。 

５ ※17 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

157千株である。 

６    資本の欠損額は、8,441,723千円である。 ６        ――――――― 

７ ※2 ※10 ※11 ※13 

     このうち関係会社に対するものは次の通りで

ある。 

未収入金 1,713千円

支払手形及び工事未払金 136,029 

未払金 539 

７ ※2 ※3 ※10 ※11 ※13 

     このうち関係会社に対するものは次の通りで

ある。 

未収入金 66,322千円
営業外受取手形他
(流動資産その他) 

9,022 

支払手形及び工事未払金 135,216 

未払金 110 

８ 配当制限 ※16 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産

に時価を付したことにより増加した純資産

額は317,320千円である。 

８ 配当制限 ※16 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産

に時価を付したことにより増加した純資産

額は401,295千円である。 



（訂 正 後） 

  

  
第57期

(平成16年３月31日) 
第58期 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

 ３ 投資その他の資産      

  (1) 投資有価証券 ※9  1,715,371 1,874,410 

  (2) 関係会社株式  90,800 100,800 

  (3) 長期貸付金  1,722 ― 

(4) 関係会社長期貸付金  ― 1,450,000 

  (5) 長期前払費用  59,233 137,634 

  (6) 長期保証金  474,134 460,494 

  (7) 長期営業債権  1,059,653 630,675 

  (8) その他  1,169,417 973,417 

     貸倒引当金  △1,267,958 △933,001 

    投資その他の資産計  3,302,374 4,694,431 

   固定資産合計  25,285,602 34.3 26,412,059 37.8

  資産合計  73,799,201 100 69,823,399 100 

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

 １ 支払手形 ※10  13,120,095 12,022,473 

 ２ 工事未払金 ※11  9,212,038 9,506,232 

 ３ 短期借入金 ※12  22,788,000 21,006,000 

 ４ 
１年以内に返済期到来の
長期借入金 

  5,826,000 6,544,000 

 ５ 未払金 ※13  230,263 259,115 

 ６ 未払費用  100,776 91,405 

 ７ 未払法人税等  78,985 157,277 

 ８ 未成工事受入金  4,182,768 2,889,197 

 ９ 預り金  1,146,798 1,094,973 

 10 完成工事補償引当金  131,000 141,000 

 11 賞与引当金  93,478 81,440 

 12 設備関係支払手形  57,848 49,062 

 13 設備関係未払金  49,952 634 

 14 その他  107,897 515,824 

   流動負債合計  57,125,902 77.4 54,358,637 77.9



（訂 正 後） 

第57期 
(平成16年３月31日) 

第58期
(平成17年３月31日) 

１ (1) 下記の資産は、※12短期借入金9,824,000千

円、※14長期借入金460,000千円の担保に供し

ている。 

※4 建物 2,318,567千円

※5 構築物 12,651 

※6 機械装置 39,983 

※7 土地 4,714,382 

計 7,085,584 

１ (1) 下記の資産は、※12短期借入金(長期借入金か

らの振替分を含む)13,695,035千円、※14長期

借入金3,784,000千円の担保に供している。 

※4 建物 5,271,716千円

※5 構築物 124,445 

※6 機械装置 34,305 

※7 土地 12,631,042 

※9 投資有価証券 745,035 

計 18,806,544 

  (2) 下記の資産は、営業保証金として供託してい

る。 

※1 有価証券 19,921千円

  (2) 下記の資産は、営業保証金として供託してい

る。 

※9 投資有価証券 19,419千円

２ (1) 当社の販売物件購入に対する借入金について

保証を行っている。 

  (2) 下記の会社から受注した建築工事において宅

建業法による手付金等の連帯保証を行ってい

る。 

33件 189,711千円

㈱建吉組 128,100千円

２ (1) 下記の会社の借入金について保証を行ってい

る。 

  (2) 当社の販売物件購入に対する借入金について保

証を行っている。 

㈱ハイテクリース 1,669,200千円

26件 154,466千円

  (3) 住宅資金融資規程により、従業員が銀行から

借入れた住宅資金に対しその債務の保証を行

っている。 

440,495千円

  (3) 下記の会社から受注した建築工事において宅建

業法による手付金等の連帯保証を行っている。 

東洋ホーム㈱ 9,800千円

    (4) 住宅資金融資規程により、従業員が銀行から借

入れた住宅資金に対しその債務の保証を行って

いる。 

374,351千円

    （5）※3 手形流動化に伴う買戻し義務 

                    444,521千円 

３ ※8 その他有形固定資産については、取得価額か

ら国庫補助金による圧縮記帳額2,054千円が

控除されている。 

３ ※8 その他有形固定資産については、取得価額か

ら国庫補助金による圧縮記帳額2,054千円が

控除されている。 
  

     なお、会社が発行する株式の総数につい

て、「株式の消却が行われた場合には、こ

れに相当する株式数を減ずる」旨を定款に

定めている。 

４ ※15 会社が発行する株式の総数  

  普通株式 70,200,000株

     発行済株式の総数  

  普通株式 41,065,827株

     なお、会社が発行する株式の総数について、

「株式の消却が行われた場合には、これに相

当する株式数を減ずる」旨を定款に定めてい

る。 

４ ※15 会社が発行する株式の総数  

  普通株式 70,200,000株

     発行済株式の総数  

  普通株式 41,065,827株

５ ※17 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

124千株である。 

５ ※17 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

157千株である。 

６    資本の欠損額は、8,441,723千円である。 ６        ――――――― 

７ ※2 ※10 ※11 ※13 

     このうち関係会社に対するものは次の通り

である。 

未収入金 1,713千円

支払手形及び工事未払金 136,029 

未払金 539 

７ ※2 ※3 ※10 ※11 ※13 

     このうち関係会社に対するものは次の通りで

ある。 

未収入金 66,322千円

営業外受取手形他 

(流動資産その他) 
9,022 

支払手形及び工事未払金 135,216 

未払金 110 

８   ― 

  

８ 平成15年6月27日開催の定時株主総会において、下記

の欠損てん補を行っている。 

           利益準備金    867,453千円 

９ 配当制限 ※16 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産

に時価を付したことにより増加した純資産

額は317,320千円である。 

９ 配当制限 ※16 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産

に時価を付したことにより増加した純資産額

は401,295千円である。 
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